







　（2） 合憲性審査の枠組みの変化―昭和 61 年判決から平成 16 年大法廷判決まで
4　おわりに
1　はじめに
　平成 29 年 9 月 27 日，最高裁判所大法廷は，平成 28 年 7 月 10 日に施行された参議院議
員通常選挙における選挙区間の最大較差 3.08 倍について，違憲の問題が生じる程度の著










裁量に関する合憲性審査の枠組みが定着した時期（昭和 58 年大法廷判決から平成 16 年大
（1） 最（大）判平 29 年 9 月 27 日民集 71 巻 7 号 175 頁。本判決については，拙稿「参議院議員通常選挙に対する
選挙無効訴訟―最高裁判所平成 29 年 9 月 27 日大法廷判決―」千葉商大論叢 56 巻 1 号 1 頁（2018 年），松本
和彦「参議院議員定数不均衡訴訟」法学教室 448 号 123 頁（2018 年），只野雅人「参議院選挙区選挙と投票
価値の平等」論究ジュリスト 24 号 198 頁（2018 年），堀口悟郎「平成 28 年参議院議員通常選挙における 1
票の較差」法学セミナー756 号 96 頁（2018 年），千葉勝美「司法部の投げた球の重み―最大判平成 29 年 9
月 27 日のメッセージは？」法律時報 89 巻 13 号 4 頁（2018 年），多田一路「参議院議員選挙における一部合
区後の定数配分規定の合憲性」TKCローライブラリー・新判例解説Watch・vol.22（2018 年），齊藤愛「平
成 28 年参議院議員選挙と投票価値の平等」法学教室 450 号 44 頁（2018 年）。平成 29 年大法廷判決で争われ
た平成 28 年の参議院議員通常選挙に関する各地の下級審判決を中心とした論考として，小林直三「一連の
参議院議員定数不均衡高裁判決に関する一考察〜名古屋高裁平成 28 年 11 月 8 日判決を中心に〜」Westlaw
Japan 判例コラム 94 号 1 頁（2017 年）。
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250 人を地方選出議員として 150 人，全国選出議員として 100 人で構成すると定めた。そ






最大 6倍までの較差を合憲とする判断を重ねた時期（昭和 58 年判決から平成 24 年判決）とに分類される。
佐々木雅寿『対話的違憲審査の理論』17 頁（2013 年）。
（3） 衆議院に関しては，棟居快行「選挙無効訴訟と国会の裁量―衆議院の選挙区割りをめぐる最高裁平成 25 年
11 月 20 日大法廷判決を素材として―」レファレンス 766 号 5 頁（2014 年），参議院に関しては，同「参議
院議員定数配分をめぐる近時の最高裁判例―最高裁平成 26 年 11 月 26 日大法廷判決を中心として―」レファ
レンス 774 号 1 頁（2015 年）。
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　参議院の議員定数不均衡に関して最高裁判所が初めて判断を示したのは，昭和 39 年 2
月 5 日（以下，「昭和 39 年大法廷判決」とする）である（4）。本件では，昭和 37 年 7 月 1







度（6）」に至った場合には裁量権の限界を逸脱し，憲法 14 条 1 項に違反し無効となると判
決した（7）。











　昭和 25 年公職選挙法は，昭和 46 年に沖縄が復帰したことを受けて，参議院議員選挙に
（4） 最（大）判昭 39 年 2 月 5 日民集 18 巻 2 号 270 頁。本判決については，常本照樹「議員定数判決の構造―議員
定数不均衡（1），（2）」法学教室 211 号 81 頁，212 号 94 頁（1998 年），山本浩三「議員定数不均衡と選挙の平等」
憲法判例百選［第三版］34 頁（1974 年），芦部信喜「議員定数の不均衡と法の下の平等」憲法の判例［第二版］
22 頁（1971 年），同「議員定数不均衡の司法審査」ジュリスト 296 号 48 頁（1964 年），林田和博「公選法別
表第 2と憲法 14 条 1 項」民商法雑誌 51 巻 5 号 836 頁（1968 年），田口精一「選挙区における議員定数の是
正を求める訴」法学研究 38 巻 3 号 79 頁（1965 年）。
（5） 東京高判昭 38 年 1 月 30 日行集 14 巻 1 号 29 頁。
（6） 東京高判昭 38 年 1 月 30 日行集 14 巻 1 号 29 頁。
（7） 東京高判昭 38 年 1 月 30 日行集 14 巻 1 号 21 頁。
（8） 最（大）判昭 39 年 2 月 5 日民集 18 巻 2 号 272 頁。
（9） 最（大）判昭 39 年 2 月 5 日民集 18 巻 2 号 273 頁。
（10）最判昭 41 年 5 月 31 日集民 83 号 623 頁。
（11）最判昭 49 年 4 月 25 日集民 111 号 641 頁，判時 737 号 3 頁（1974 年）。
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合原理映：議員定数不均衡訴訟における合憲性審査の変化に関する予備的考察
ついて沖縄に定数 2人を置き，地方選出議員が 152 人，全国区選出議員が 100 人という合
計 252 人の議員定数へと改正された。これ以降，参議院に関しては，昭和 57 年まで公職
選挙法の改正は行われなかった。したがって，参議院の議員定数配分規定は昭和 21 年当
時の人口に依拠して作成されたままであり，昭和 39 年大法廷判決では最大較差が 1対




和 51 年 4 月 14 日の最高裁判所大法廷判決である。昭和 51 年大法廷判決は，後の議員定
数不均衡訴訟において衆議院，参議院に共通する合憲性判断の枠組みの基礎となっている
ため，まずはその判決内容を概観したい。
①　昭和 51年 4月 14 日大法廷判決（12）
　昭和 25 年公職選挙法は，衆議院議員の定数を 466 人とし，中選挙区単記投票制によっ
て選挙するという方式を採用した。昭和 39 年，公職選挙法は，一部の選挙区にみられた
議員定数の不均衡を 2倍以下に是正することを目的として，定数を 19 人増やして 486 人
へと改正された。ところが，この改正によっても，昭和 47 年 12 月 10 日に行われた衆議
院議員総選挙では，最大 1対 4.99 の較差が生じていた。このような状況において，昭和
51 年，最高裁判所大法廷は以下のように論じ，昭和 25 年公職選挙法 13 条・別表第 1の
定める定数配分規定を違憲と判決した（以下，「昭和 51 年大法廷判決」とする）。
　最高裁判所は，憲法 14 条 1 項，15 条 1 項が投票価値の平等の保障を含むと解釈した。
しかし同時に，投票価値の平等は具体的な選挙制度を決める場合の唯一，絶対的な基準と
なるのではないとした。すなわち，憲法が選挙制度の仕組みの具体的決定について原則と






（12）最（大）判昭 51 年 4 月 14 日民集 30 巻 3 号 223 頁。本判決については，徳永貴志，砂原庸介「『一票の較差』
判決―『投票価値の平等』を阻むものは何か」法学セミナー734 号 60 頁（2016 年），山本一「議員定数不均
衡と選挙の平等」憲法判例百選Ⅱ［第 5判］336 頁（2007 年），駒村圭吾「選挙権と選挙制度」法学セミナー
683 号 64 頁（2011 年），井上典之「衆議院定数訴訟と投票価値の平等」法学セミナー609 号 91 頁（2005 年），
常本照樹・前掲注（4），高橋和之「定数不均衡訴訟に関する判例理論の現況と問題点」法学教室 42 号 95 頁
（1984），横川博「議員定数配分規定違憲判決」甲南法学 17 巻 1 号 83 頁（1977 年），芦部信喜「議員定数配
分規定違憲判決の意義とその問題点」ジュリスト 617 号 36 頁（1976 年）。



























②　昭和 58年 4月 27 日大法廷判決（16）
　参議院における議員定数不均衡訴訟に戻ると，昭和 58 年，最高裁判所は昭和 52 年 7 月
10 日に行われた参議院議員選挙に関する判決を下している（以下，「昭和 58 年大法廷判決」
とする）。昭和 58 年大法廷判決では，公職選挙法（昭和 57 年改正前のもの）14 条・別表
第 2の定める参議院地方選出議員選挙に関して，議員一人当たりの選挙人数が選挙区間で





（15）最（大）判昭 51 年 4 月 14 日民集 30 巻 3 号 248 頁。
（16）最（大）判昭 58 年 4 月 27 日民集 37 巻 3 号 345 頁。本判決については，辻村みよ子「議院定数不均衡と参議
院の『特殊性』」憲法判例百選Ⅱ［第 2版］320 頁（1988 年），熊谷道夫「参議院地方区の定数不均衡を理由
とする選挙無効請求訴訟の最高裁判決について」選挙 36 巻 9 号 1 頁（1983 年），久保田きぬ子「参議院地方
選出議員定数訴訟に対する第二の最高裁大法廷判決について」判例時報 1077 号 3 頁（1983 年），野中俊彦「参
議院定数不均衡合憲判決についての若干の考察」判例時報 1077 号 7 頁（1983 年），同「参議院定数不均衡合
憲判決の検討」法学セミナー342 号 16 頁（1983 年），高野真澄「参議院議員定数最高裁判決について」ジュ
リスト 794 号 13 頁（1983 年），松沢浩一「参議院地方選出議員の国民代表性と定数配分規定合憲判決」ジュ









（100 人）と地方選出議員（152 人）とに分け，後者について各都道府県に 2人を配分し，



















　最高裁判所は，昭和 52 年 7 月 10 日の参議院議員選挙の時点で議員一人当たりの選挙人





（17）最（大）判昭 58 年 4 月 27 日民集 37 巻 3 号 353 頁。
（18）全国選出議員選挙については，特別の職能的経験を有する者が選出されることを容易にし，職能代表的な色
彩が反映されることが意図されているとされた。
（19）最（大）判昭 58 年 4 月 27 日民集 37 巻 3 号 353 頁。
（20）最（大）判昭 58 年 4 月 27 日民集 37 巻 3 号 352 頁。
（21）最（大）判昭 58 年 4 月 27 日民集 37 巻 3 号 354 頁。
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（2）合憲性審査の枠組みの変化―昭和 61年判決から平成 16 年大法廷判決まで




①　昭和 61年 3月 27 日第一小法廷判決（22）
　昭和 61 年第一小法廷判決（以下，「昭和 61 年判決」とする）では，昭和 55 年 6 月 22







れた最大較差 1対 5.26 が 1 対 5.37 に拡大し，逆転現象が一部選挙区に見られる状況につ
いて，昭和 58 年判決の段階と大きく異なるところがあるとはいえないとして合憲と判断
した。
②　昭和 62年 9月 24 日第一小法廷判決（24）
　昭和 62 年第一小法廷判決（以下，「昭和 62 年判決」とする）では，昭和 58 年 6 月 26
日に実施された参議院選挙区選出議員選挙における議員定数不均衡に関して争われてい




ける最大較差は 1対 5.56 へと更に拡大し，一部の選挙区における逆転現象も解消されな
いままであった。
　最高裁判所第一小法廷は，参議院の選挙制度の仕組みに関して，昭和 61 年判決と同様に，




（22）最判昭 61 年 3 月 27 日判例タイムズ 604 号 83 頁（1986 年）。本判決については，小林武「参議院議員定数の
不均衡と司法審査の方法―最高裁第一小法廷昭和 61 年判決」南山法学 10 巻 4 号 147 頁（1987 年），辻村み
よ子「投票価値の平等と選挙制度―参議院定数不均最高裁合憲判決」法学教室 71 号 114 頁（1986 年）。
（23）昭和 58 年大法廷判決以降，「二院制の本旨」という表現は判決の中で用いられていない。
（24）最判昭 62 年 9 月 24 日判例タイムズ 667 号 89 頁（1988 年）。本判決については，野中俊彦「参議院選挙区選






③　昭和 63年 10 月 21 日第二小法廷判決（26）
　昭和 63 年第二小法廷判決では，昭和 61 年 7 月 6 日に実施された参議院選挙区選出議員
選挙における最大較差 1対 5.85 について争われた。参議院の選挙区選出議員選挙におけ


























（25）最判昭 62 年 9 月 24 日判例タイムズ 667 号 90 頁（1998 年）。
（26）最判昭 63 年 10 月 21 日判例タイムズ 707 号 88 頁（1989 年）。本判決については，長岡徹「61 年参議院議員
定数不均衡訴訟」『昭和 63 年度重要判例解説』16 頁（1989 年）。
（27）最判昭 63 年 10 月 21 日判例タイムズ 707 号 89 頁。
（28）最判昭 63 年 10 月 21 日判例タイムズ 707 号 90 頁。
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分規定の合憲性について争われた昭和 51 年判決での「合理的期間」内における是正に関
する説示である。本判決では，公職選挙法 13 条・別表第 1が衆議院に関しては公職選挙
法施行後 5年ごとに直近に行われた国勢調査の結果によって定数配分規定を改正すると定










④　平成 8年 9月 11 日大法廷判決（29）
　平成 8年には，平成 4年 7月 26 日に行われた参議院選挙区選出議員選挙に関して，各
選挙区間の議員一人当たりの選挙人数の最大較差 1対 6.59 と一部の選挙区における逆転
現象が生じていた公職選挙法 14 条・別表第 2の定数配分規定の合憲性について最高裁判
所による判断が下された（以下，「平成 8年大法廷判決」とする）。本判決には意見（園部）
と反対意見（大野，高橋，尾崎，河合，遠藤，福田）が付されている。













（29）最（大）判平 8年 9月 11 日民集 50 巻 8 号 2283 頁。本判決については，安西文雄「立法裁量論と参議院選挙
区における投票価値の平等」法学教室 196 号 26 頁（1997 年），井上典之「参議院（選挙区選出）議員定数不
均衡訴訟大法廷判決」判例時報 1594 号 184 頁（1997 年），西村枝美「参議院議員定数不均衡訴訟最高裁判決」
法制研究 64 巻 2 号 64 頁（1997），藤野美都子「参議院議員定数不均衡訴訟」判例セレクト’96（法学教室 198
号）10 頁（1996 年），川神裕「公職選挙法（平成 6年法律第 2号による改正前のもの）14 条，別表第 2の参
議院（選挙区選出）議員の議員定数配分規定の合憲性」ジュリスト 1101 号 88 頁（1996 年）。





















⑤　平成 10年 9月 2日大法廷判決（31）
　本件では，平成 7年 7月 23 日に施行された参議院選挙区選出議員選挙において，選挙





議員定数を 4増 4減した。この改正によって，直近の平成 2年の国勢調査では人口に基づ
く議員一人当たりの最大較差は 1対 6.48 から 1対 4.81 に縮小し，逆転現象も消滅した。
また，平成 10 年の国勢調査結果によれば，本件選挙当時の選挙人数を基準とした最大較
差は 1対 4.97 に縮小した。




（31）最（大）判平 10 年 9 月 2 日民集 52 巻 6 号 1373 頁。本判決については，小林武「公職選挙法 14 条，別表第 3
の参議院（選挙区選出）議員の議員定数配分規定の合憲性−参議院議員定数配分規定不均衡訴訟 1998 年大法
廷判決」判例時報 1670 号 180 頁（1999 年），高見勝利「参議院議員定数配分不均衡訴訟」『平成 10 年度重要
判例解説』18 頁（1999 年），只野雅人「参議院議員定数配分規定の合憲性」法学セミナー534 号 105 頁（1999
年）。
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この改正の結果，平成 2年の国勢調査結果によると，人口に基づけば最大較差は 1対 6.48
から 1対 4.81 に縮小し，逆転現象も解消している。また，平成 7年の国勢調査結果によ

















⑥　平成 12年 9月 6日大法廷判決（32）
　平成 10 年 7 月 12 日に施行された参議院議員選挙は，平成 6年改正公職選挙法の定める
定数配分規定に基づいて行われ，1対 4.98 の最大較差（選挙人基準）と 1例の逆転現象が










（32）最（大）判平 12 年 9 月 6 日民集 54 巻 7 号 1997 頁。本判決については，西川知一郎「公職選挙法 14 条，別表
第 3の参議院（選挙区選出）議員の議員定数配分規定の合憲性」ジュリスト 1217 号 108 頁（2002 年），井上
典之「公職選挙法 14 条，別表第 3の参議院（選挙区選出）議員の議員定数配分規定の合憲性」民商法雑誌
124 巻 6 号 822 頁（2001 年），岡田裕光「参議院議員定数不均衡と人口比例原則―平成 10 年 7 月 12 日選挙
当時における参議院（選挙区選出）議員の定数配分規定の合憲性―」法学ジャーナル 70 号 47 頁（2001 年），
























⑦　平成 16年 1月 14 日大法廷判決（33）
　平成 12 年，公職選挙法は改正され，比例代表が拘束名簿式比例代表から非拘束名簿式
比例代表となり，参議院議員の総定数も 10 人削減（比例代表選出議員を 4人削減，選挙




数が 2人ずつ削減された。平成 12 年改正公職選挙法によって逆転現象は解消したが，平
成 7年の国勢調査結果による議員一人当たりの人口の最大較差は 1対 4.79 であり，平成 7
年の国勢調査結果と変わらなかった。さらにこの最大較差は，選挙時には 1対 5.06（選挙
人基準）に拡大した。　
（33）最（大）判平 16 年 1 月 14 日民集 58 巻 1 号 1 頁。平成 16 年大法廷判決については，拙稿「参議院議員定数不
均衡訴訟における立法裁量論―平成 16年 1 月 14 日最高裁判所大法廷判決を中心にして（1）・（2・完）」千葉
商大論叢 47 巻 1 号 145 頁（2009 年）・47 巻 2 号 151 頁（2010 年），今関源成「参院定数不均衡最高裁判決−
最高裁 2004 年 1 月 14 日大法廷判決をめぐって」ジュリスト 1272 号 88 頁（2004 年），常本照樹「参議院に
おける選挙区選出議員定数配分の合憲性」民商法雑誌 131 巻 1 号 112 頁（2004 年），新井誠「参議院議員選
挙をめぐる 2つの最高裁大法廷判決」法学セミナー594 号 68 頁（2004 年），姜光文「最高裁判所民事判例研
究（民集 58 巻 1 号）」法学協会雑誌 123 巻 5 号 1024 頁（2006 年）。
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　平成 12 年改正公職選挙法の下で行われた平成 13 年 7 月 29 日の参議院議員通常選挙に
ついて，平成 16 年 1 月 14 日，最高裁判所大法廷は平成 12 年改正公職選挙法が採用した





























（34）東京高判平 14 年 10 月 30 日民集 58 巻 1 号 133 頁。






























































































































 （2018.9.20 受稿，2018.11.11 受理）
（40）棟居・前掲注（3）レファレンス 774 号 15 頁。
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〔抄　録〕
　本稿は，参議院の議員定数不均衡に関して，最高裁判所の合憲性審査の枠組みがどのよ
うに変化しているのについて検討するための予備的考察である。
　最高裁判所は，昭和 39 年大法廷判決以降，議員定数不均衡に関する数多くの判決を下
している。本稿では，一連の最高裁判例を①初期，②合憲性審査の枠組みが定着した時期，
③選挙制度自体の抜本的改正が求められるようになった時期という 3つの時期に区分した
上で，①と②の時期において最高裁判所判例の理論がどのように展開し，変化をしている
のかということが検討されている。
　最高裁判所における合憲性審査の枠組みの基本を示したのは，②の時期である昭和 58
年大法廷判決である。そこで示されたのは，選挙制度の仕組みに関して合憲性を判断した
上で，違憲の問題が生じる程度の著しい不平等状態が生じているのかを審査し，次に不平
等状態が「相当期間」継続し，その間に国会が是正に向けた取り組みを行っているかを審
査するという二段階での合憲性審査枠組みである。このような枠組みは②の時期で一貫し
て用いられているが，議員定数不均衡の問題が改善せず裁判が繰り返される状況の中で，
最高裁判所の判決も変化の兆しが見受けられるようになっている。
　本稿では，平成 16 年大法廷判決までの判例を詳細に検討することによって，判例の変
化がどのような背景で起きているのかについても検討されている。
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